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資本政策の変更に関するお知らせ 

 

当社は、2022年５月 11日開催の取締役会において、下記のとおり資本政策の変更を決議

いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１、資本政策変更の理由 

当社は、株主の皆様に対する利益還元は経営の重要課題の一つであるとの考えのもと、

拡大する事業機会を迅速・確実に捉えるために必要となる株主資本水準も勘案し、配当に

ついては安定配当に留意しつつ連結配当性向 30％以上を目標に、また自己株式取得につ

いては市場環境や資本効率等を勘案し必要に応じ実施することを基本方針とし、株主の

皆様への利益還元に継続的に取組んでまいりました。 

今回、適切な資金配分も踏まえ、資本効率の改善と収益力強化の姿勢を明確にするため、

資本政策を以下のとおり変更することといたしました。 

 

２、変更後の資本政策の内容 

適切な資金配分で資本効率改善を図るため、総還元性向 100％（うち配当性向 50％）を

目標といたします。 

 

３、今後の資金配分の考え方(2023年 3月期～2024 年 3月期) 

 

資金原資 株主還元 設備投資

営業キャッシュフロー

現預金
144億円

配当
配当性向 50％

自己株式取得

総還元性向 100％ 設備更新投資

成長／大規模投資
約50億円
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４、適用期間 

現在取組み中の、中期経営計画（2022 年 3月期から 2024 年 3月期）のうち、2023年 3

月期から 2024年 3月期までの２期とし、当該期間の終了時点で見直しを行います。 

 

※ご参考…成長/大規模投資計画 

・海外拠点の生産能力の拡充 

 中国子会社の工場増設 
約 30億円 

・メンテナンス体制の強化 

 米国、東南アジアでの修理拠点の増設、拡充 
約 5億円 

・子会社業務見直しに伴う設備投資 

 ポンプ事業強化のための国内子会社業務見直し 
約 15億円 

 なお、金額については、計画が具体化する中で変更になる可能性があります。 
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